
書式第12号 (法第28条関係 )
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1.事業の成果

(1)青少年の就労機会獲得を支援する事業

①自主事業

。若年者就労基礎訓練プログラム (ジ ョブ トレ)の実施

・ IT分野特化型若年者就労基礎訓練プログラム (ジ ョブ トレ IT)の実施

。若年者社会参加準備支援プログラム (プレップ :東京都登録事業)の実施

②行政等からの委託・協働事業

・地域若者サポー トステーション事業 (厚生労働省 )

立川、調布地域で受託・実施。若年無業者等が充実した職業生活を送り、国の将来を支え得る人

材になるよう職業的自立に向けた就労支援 (キ ャリアコンサルティング、職業人セミナー、ワ

ークショップ、職場体験等)を実施。

登録利用者515名 、進路決定者202名

・コネクションズおおさか一大阪市若者自立支援事業 (大阪市)

社会参加や自立に課題を抱える若年者に対し、相談・セミナー・仕事体験等の総合的な自立支援を実施。

・よこはま東部ユースプラザ (横浜市)

自立を目指す若年者に居場所スペースを提供するほか生活・進路相談、種々の講座を総合的に実施。

・就労準備訓練及び社会適応力訓練支援事業 (杉並区)

杉並区就労支援センターに設置されたジョブトレーニングコーナーにて、就労訓練、ワークショップ、ボラン

ティア活動を通じ社会的自立を図る支援を実施。

登録利用者 54名 、進路決定者 14名。

・合宿型就労体験事業 (杉並区)

杉並区就労支援センタージョブトレーニングコーナー利用者を対象に、合宿を通し集団行動の訓練、一

次産業の体験。見学を行い個々の状態を見極めそれらに対応した支援を実施。

・就活アプローチ事業に係る業務 (ワークスタート支援プログラム)

(公益財団法人東京しごと財団委託事業)グループワークを中心とし、自己理解や職場体験を通じ、総合

的かつ基礎的な就職力習得の支援を実施。

プログラム受講者 38名 、出張体験セミナー受講者 57名 、個別カウンセリング延べ 256名。

・コロナ禍におけるひきこもり。生活困窮者への緊急就労支援事業 R―PAC(厚生労働省助成事業)

コロナ禍の影響を受け、経済的困窮状態にある若年者に、人材需要の高いデジタル領域での安定的就労

を目指す就労支援プログラムを提供。

・立川市若年者就業支援事業「My Challengelた ちかわ」(立川市)

就職活動や職場定着に種々の困難を抱える新卒未内定者・就活中の大学生や専門学校生、高校中退・

中卒者等の若年者を地域で包摂する事業の一環として定着支援。相談・情報提供等を実施。
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・立川市就職氷河期世代就労支援事業 (立川市)

不安定就労状態にある34～ 49歳の市内在住。在勤者に個別相談、ジョブトレーニング等の就労支援を実

施。

・国立市就労準備支援事業(国立市)

市内在住の生保受給・困窮者へ経済的。社会的自立に向けた生活改善支援・就労支援を実施。

③企業等との協働事業

・ リクル ー トWORKFITプ ログ ラ ム ((株 )リ クル ー トホ ー ル デ ィ ン グ ス との協働 事 業 )

若年者を対象とした実践的な就労支援プログラム (グループワーク、自己PR作成、面接対策、応

募行動支援)の講座運営、普及活動等を実施。
・マイクロソフト01obal Skills lnitiative事業 (日 本マイクロソフト(株 )と の協働事業 )

全国各地で 「就労支援」に取り組むNPO等へのプログラミング、ゲームを活用したワークシヨン

プノウハウ (教材や講師スキル)の頒布提供、eラーニングのポータルサイ ト運営等に事務局と

して参画。社会的困難を抱える若者や無業の状態にある若者にITス キル講習と就労支援も併せ

て実施。

・若者のためのITア カデミーサイ ト運営 (ア クセンチュア (株 )と の協働事業)

不安定就労状態にある若年者向けにビジネス・ITス キル習得 (e―ラーニング)と 当該分野企業と

のマッチング支援機能を備えるプラットフォームサイ トを運営

・ア トオシ・オンライン事業 (シティ・ファウンデーション助成事業)

15歳～29歳の若年者を対象に、孤立化防止のためのオンラインコミュニティ設置、個別相談、模

擬面接などの就活スキルアップ講座、スモールビジネスの体験機会等を提供し、参加利用者の

多様な働き方選択を支援する就労支援プログラムを実施 (オンライン実施 )。

・オンライン就労支援プログラム「ステップ・キャンプ」

無業・低所得状態にある若年者を対象に、WEBデザイン、オンライン上でのチームワーク、プロ

グラミング思考をテーマとしたリモー ト環境下での基礎的就業スキルの習得支援プログラムを

実施 (オンライン実施、キャタピラー・ファウンデーション助成事業)

。NTT/KDDI合同就労支援事業サポー トルーム運営 (NTTグループ/KDDIグループとの協働事業)

NTTグループ、KDDIグループ合同の就労支援事業に付帯する訓練参加者の相談・伴走支援サービ

スを提供

。若者デジタルインクルージョンプログラム (リ コー・ジャパン株式会社との協働事業)

就労困難状態にある若年者に、デジタル領域での就業基礎能力習得を支援するプログラム (リ コ

ーグループ社員による仮想的ワークプレイスのレクチャー、画像制作案件の受注から納品まで

の業務体験 トレーニングを含む)を提供。

・おおさか10代給付型職業訓練・就職支援事業 (一般財団法人村上財団及び大阪府との協働事業 )

大阪府下の10代の若年者を対象に、IcT分野への就・転職を促進するスキル習得と就業の支援を

総合的に実施。 (現金給付による資金提供、ITス キル講座、インターン、就職相談等の実施 )

・夜のユースセンター事業 (公益財団法人日本フィランソロピック財団助成事業)

夜間に食事の場や居場所を持たない若年者を対象に居場所の提供、食糧支援、ソーシャルワーク

等を実施。

・子ども。若者への多様な「学び」提供事業 (休眠預金を活用した助成事業 )

コロナ禍の影響を受けて深刻化した経済的困窮家庭の子供 。若者の「学び」格差解消を目的に居

場所や多様な体験 。経験学習の機会提供を実施 (新型コロナウィルス対応緊急支援助成 )



④少年の矯正・更生に係る支援事業

・就労支援に係る講話・キャリアカウンセリング及び学習支援等の実施 (法人自主事業 )

愛光女子学園 (学習支援・講話)

交野女子学院 (学習支援)

茨城農芸学院 (学習支援)

多摩少年院 (学習支援等 )

久里浜少年院〈学習支援等 )

東京西法務少年支援センター (講話ほかその他支援 )

その他少年院での就労支援

・ 少年院を出院した少年の更生自立支援事業 (休眠預金を活用した助成事業)

少年院出院少年を対象に、生活・就労に係る総合的な支援を実施。

・少年院出院者への伴走支援事業 (若者おうえん基金助成事業)

社会的養護・支援の必要な少年院出院者 (主に 10代・20代 )の更生自立を支援するための 生活支援 (食

糧・生活用品の給付)、 相談ケアを含む伴走的支援、支援者ネットワークの形成等を実施。

(2)青少年の家族及びその関係者に対する支援事業

①自主事業

・ニート・ひきこもりの子を持つ母親の会「結」の運営

個別相談(含 オンライン相談)、 談話会などをベースとした集団支援、また講演等による啓発イベントの実

施により、就労や進路に種々の困難を抱える若年当事者の保護者等への支援を実施。

登録会員数 68名

②行政等からの委託事業

・府中市青少年総合相談事業 (府中市)

社会生活上の困難を有する青少年及びその関係者にからの一次的な相談の受付および適切な支援

機関の紹介、また必要な情報の提供等を実施。

・青梅市立総合病院産業カウンセリング業務 (青梅市)

病院勤務職員への産業カウンセリング業務、研修の実施、情報提供等を実施。

③外部団体による助成事業

・ビデオ通話システムの普及・活用による保護者支援に関する地域格差解消プロジェクト

ビデオ通話システムを利用して、不登校、ひきこもり等種々の困難を抱える若者の家族を対象に

オンラインセミナー、相談を実施。 (公益財団法人電気通信普及財団助成事業)

・保護者向けセミナー等の実施 (ア ドビ。ファウンデーション助成事業)

就労や進路等に困難を抱える若年者の保護者を対象にセミナー等を実施。

(3)青少年の社会的孤立を予防するための支援事業

①自主事業

・子ども学習支援事業 (ま なびタス)

小・中・高校生を対象に、学習支援、社会体験の提供、居場所運営、生活相談等 修学生活上の

さまざまな困難・悩みに対応する総合支援スペースを立川市内で運営。



・ポピュレーションアプローチ事業

キャリア教育プログラム及びキャリア教育支援者育成事業。全国の高校、大学、就労支援機関に

おいてキャリア教育プログラム (基礎的金銭意識、基礎的職業観、ライフイベントヘの対処法等

の啓発・教育プログラム)を実施。また当該プログラム実施資格者の養成講座も実施。(基礎的金

銭意識の教育プログラムについては企業との協働事業) 登録講師数 108名。

②行政・教育機関等からの委託事業

・多摩地域ポピュレーションアプローチ事業 (各地教育機関からの委託事業等を包括 )

。キャリアサポー ト及び基礎学習支援の実施 〈東京都立秋留台高等学校 )

進路相談ア ドバイスおよび進路行事等資料の作成、広報活動、また同校の学習内容等、学び

直しが必要な生徒に対する個別支援および指導を実施。

・ キャリアサポーター業務の実施 (東京都立武蔵村山高校)

生徒の進学・就職等に関するア ドバイス及び進路相談のサポー トを実施。

・ 短期市民講師の派遣事業 (東京都立人王子拓真高等学校)

生徒を対象に就労支援 。キャリア教育に関するア ドバイスや講話等、また教職員・保護者に

対する就労に関しての助言・援助を実施。

・ 東京都立東村山高等学校との連携事業 (東京都立東村山高等学校 )

同校の校内寺子屋事業に係る学習支援を実施。

・ 東京都立砂川高等学校との連携事業 (東京都立砂川高等学校 )

不登校生徒への登校訪問支援や学習支援 (砂川カフェ)を実施。

・ キャリアサポーター業務の実施 (NHK高等学校 )

生徒の進学・就職等に関するア ドバイスを行 うキャリアサポーターを派遣。

・ 駿河台大学学習・生活相談及びキャリア基礎教育の実施 (学校法人駿河台大学 )

在学生の修学に関わる学習相談及び生活指導、進学・就職における相談、また学内における

学生受講科日としてキャリア基礎教育を実施。

・学びのセーフティネット(学習支援・居場所づくり)事業 (東京都教育委員会 )

都立高校の在籍生徒及び中途退学者を対象に、生徒の希望・状況に応じた学習支援、生活・進路

に係る総合相談、生徒在籍校へのアウトリーチ支援、社会体験の機会提供、生徒交流場所の提供

等を行い、その社会的・職業的自立を支援。登録利用者80名

・生活因窮世帯等を対象とした子どもの学習・生活支援事業 (立川市)

将来の自立に向けて支援を要する生活困窮 。生活保護世帯等の子どもを対象に子どもの学習支

援 (学習支援教室運営 )、 また保護者を含めた総合的な生活相談を実施。登録利用者 118名

・都立高校生の社会的・職業的自立支援教育プログラム事業 (東京都教育庁 )

都立高校生を対象に、社会人・職業人として生活していくために必要な能力等を身につけるた

めの金銭基礎教育プログラムを実施。

・離職者訓練訓練生相談室業務 ((独)高齢・障害・求職者雇用支援機構埼玉支部 )

ポリテクセンター埼玉において相談を必要とする訓練生、及び指導員・職員への相談ケアを実

施。

③企業等との協働・寄付事業

・金銭基礎教育プログラム「マネーコネクション」 (新生フィナンシャル (株 )と の協働事業)

ニー ト化予防対策事業として、首都圏の高等学校を中心に実施。



・TikTok悩 み相談・学び支援プロジェクト(ByteDance(株 )と の協働事業)

就学、就職、生活に資する支援関連情報動画を制作し、TikTokア プリを通じて配信

(4)青少年の就労と社会参加のための社会資源開発と広報事業

①自主事業

・コミュニティハブ事業

就労や学習など直接の支援を目的とせずに、利用者がゆるやかに繋がれる趣味や余暇活動をベースとした

コミュニティを設け、就労等で困難に陥ったとき頼ることの出来る場としての社会資源を構築、運営。

・若年者の就労等に関わる啓発、技術的支援に関する各地における講演等の実施

・団体の活動内容の周知及びファンドレイジングに関わる各種広報活動の実施

②行政等からの委託事業

・立川市子ども。若者自立支援ネットワーク運営事業 (立川市)

社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども。若者を自立に導くため、官民各種のネット

ワークを活用して、行政、社会福祉法人、特定非営利活動法人等が実施する適切な支援事業に繋

ぐことを目的にネットワーク会議等を開催。

・国分寺市若者支援業務運営 (国分寺市)

社会的自立に困難を有する若者を、関係機関が実施する支援事業に繋ぎ社会的な自立を支援す

る若者支援地域ネットワークを運営 (実務者会議の開催、個別ケース支援調整、講演会等の開

催)。

③外部団体との協働事業

・長期化する若者の「コロナ失職」包括支援事業 (休眠預金を活用した助成事業)

READYFOR(株 )と 協働し、若者の就労支援を行う団体に、休眠預金を活用した事業資金の助成なら

びに団体への伴走支援 (被助成団体への就労支援ノウハウや企業とのマッチング支援等)の提供

事業を実施。

(5)就労機会拡張のための職業紹介事業
・職業紹介事業立ち上げ準備業務 (許可取得ほか)・ 企業協働プロジェクト準備調整等の実施

(6)その他収益事業等

出版事業

・書籍・物品の販売



2.事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【4“ 941】千円)

定款に記載

され藤 業名
事 業 内 容 日時 場所

従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業員

(千円)

青少年の就労機会獲

得を支援する事業

【①自主事業】

若年者就労基礎訓練プログラム(ジョブトレ、ジョブトレITほ

か)
通年 立川市 27人

若年無業者

等でプログラ

ムの参加を

希望する者

延べ  1,440人 20′ 145

【②行政等からの委託・協働事業】

地域若者サポートステーション事業

コネクションズおおさか

よこはま!東吉βユースプラザ

就労準備訓練及び社会適応力訓練支援事業

ワークスタートi支援プログラムヨ言:彗

その他の行政等からの委託・協働事業

通年

通年

通年

通年

通年

通年

立川市

調布市

大阪市

横浜市

杉並区

千代田区

各地

39人

7人

17人

15人

25人

33人

15-49扇2の

就業・家事・

通学をしてい

ない者

15-39歳の

若年無業者

等とその保

護者

属尺貝」15‐ 40

岸tヨ長1丼時のえ雪

年無業者と

その家族

原貝」39歳

以下の京た労

準備訓練参

加希望者

求職活動を

行つていない

若年者

15歳～49

歳の就労支

援を必要さ

れる方

延べ  5′947人

延べ 23′ 628人

延べ  5′ 290人

登録者   54人

延べ  1′ 917人

延べ  6′ 649人

223′652

【③企業・外部団体等からの委託・協働事業】

リクルートWORKFITプログラム

マイクロソフトGlobЫ Ski‖s lnitiative'事 業

若者のためのITアカデミーサイト運営

アトオシ・オンライン事業

オンライン就労支援プログラム「ステップ・キヤンプ」

その他の企業・外部団体等からの委託・協働事業

通年

通年

～3年 12月

通年

通年

通年

各地

各地

各地

各地

各地

各地

7人

10人

4人

14人

7人

39人

若年無業者

等で受講を

希望する者

若年無業者

等で受講を

希望する者

若年無業者

等で受講を

希望する者

15歳～29

歳の若年者

低所得状態

にある若年

者

15歳～49

歳の就労支

援を必要さ

れる方

支Eべ   707′ヽ

延べ  4′ 058人

延べ

延べ

延ベ

延べ

2,683ノ、

1,799ノ、

1,514メ、

802人

67′ 572

【④少年の嬌正・更生に係る支援事業】

更生施設での就労支援 (自主事業)

少年院出院者の自立支援及び伴走支援 (外部団体助

成事業)

通年

通年

各地

各地

15メ、

8人

入所者

少年院出院

少年

延べ   477人

延べ  119人

12,879



定款に記載

された事業名
事 業 内 容 日時 場 所

従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業員

(千円)

青少年の家族及びそ

の関係者に対する支

援事業

【①自主事業】

ニート・ひきこもりの子を持つ母親の会「結」 通年
二zり llF"

川崎市
10人
若年無業者

等の子をもつ

保護者

延べ  669人 14′383

【②行政等からの委託事業】

相談・カウンセリング業務 通年
府中市

青梅市
11メ 、

各自治体の

指定する支

援を必要と

する者

延べ     44人 2,864

【③外部団体による助成事業】

各種保護者支援 通年 各地 13人
相談・情報

提供を希望

する保護者

延′ヽ     60人 1,308

青少年の社会的孤立

を予防するための支援

事業

【①自主事業】

子ども学習スペース運営事業

ポピュレーションアプローチ事業

:キャリア教育プログラム実施

キャリア教育支援者育成事業

通年

通年

立川市

各地

2人

116人

小4-中 3ま

での支:揚:を

要する子ども

とその保護

者

高校生及び

若年無業者

キャリア教育

支援者

延べ  192人

延べ  5′ 494人

受講   52人

5′ 446

【②行政等からの委託事業】

多摩地コばピュレーションアプローチ事業 (各地教育機関

からの委託事業等を包括)

学びのセーフティネット(学習支援・居場所づくり)事業

生活困窮世帯等を対象とした子どもの学習支援事業

都立高校生の社会的・職業的自立支援教育プログラム事

業

通年

通年

通年

通年

各地

立川市

立川市

東京都

15人

17人

40人

117人

大学・高校

等の在校生

都立高校在

学・中退また

は通信制過

程在学生徒

立川市内在

住の支援を

要する子ども

とその保護

者

都立高校の

在校生

延べ   512人

延べ    80人

延べ   118人

延べ  4′ 610人

46′ 593

【③企業からの寄付・協働事業】

金銭基礎教育プログラム事業

キャリア教育プログラム事業

その他の社会的孤立予防支援事業

通年

通年

通年

各地

各地

各地

113メ、

65人

フ人

高校生

関東・関西

圏の高校在

学生

延べ  2′ 111人

延べ  880人

延べ   24人

22′ 052

青少年の,詭労と社会

参加のための社会資

源開発と広報事業

【①自主事業】

コヨニティリプヽ事業

各地における講演.その他の社会連携・社会資源開発と

広報事業

4年 5月～

通年

立川市

各地

3人

11メ 、

利用を希望

する若年者

情報提供を

希望する関

係者

延べ   52人
16′055

【②行政等からの委託事業】

若者自立支援関連事業 通 年
立川市

国分寺市
17人
支援機関・

団体の実務

者

機関・団体   59団 体 3′786

【③外部団体との印 事業】

休眠預金を活用した助成事業 通 年 各地 4人
就労支援団

体
団体  18団 体 27′ 132



定款に記屁

された事業名
事 業 内 容 日時 場所

従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人タ

事業費

(千円)

就労議会拡張のため

囃 紹介●彙

腱業紹介●業立ち上げ準備・企業協働カ ジェクト準備

田饉等の実施
ア人 1,0フ 4

(2)その他の事業 (事業員の総■用【21】 千円)

定款の

事業名
事 業 内 容 日時 場所

従事者

人数

事業ロ

`千

円ヽ

出版事業 ■籠・物品販売 通年 各地 5人 21



令和 3年度 活動計算書 (その他事業が塾2釜場合 )
特定非営利活動法人 育て上げネット

用

事 業 報 告 用

B

科 目
金  額  小計・合計
特定非営利活動に係る事業

金

その他事業

額  小計・合計 合計

1170,10001

1111,1899,11351

1_61,203,‐ 361

59,839 282.284,899

‐
111:1890.1135

555.500.659

A

益

経 常 収 益 計

161,203.3

282.225.060

116 867 357

益

益

1111受取会費 |||
■■■正会員受取会費

受取寄附金

資産受贈益
施設等受入評

受取補助金
受取地方公共団体補助金

111,899,135
0

0

|||||||■ ■ ||11

194,975,146
11,289,595
67,388,028
8,572,291

0

0

503
2,600
0

就労機会獲得支援事業収益
家族支援事業収益
社会的孤立予防支援事業収益
社会参加資源開発・広報事業収益
就労機会拡張・職業紹介事業収益

受取利息
受取配当金

16,371,000
27,965,004

59,841 555,560,500

‐302.768,026

259,150,860

0

0

36,006,298

593,682

7,017,186

302,768,026.

期首商品棚卸高
仕入高
期末商品棚卸高
旅費交通費
通信運搬費
広告宣伝費
消耗品費
修繕費
車輌費
光熱水料費
賃借料
保険料
諸謝金
租税公課
支払寄附金
委託費
報奨金
交際費
支払手数料
会議費
活動費
研修教育費
ソフ トウェア償却
新聞図書費
印刷製本費
地代家賃

2

給料手当

役員報酬

退職給付費用

法定福利費
福利厚生費

(1)人

1162,173,533
2,626,194
1,612,590
-2,602,29(1)

3,192,309
6,715,990
9,133,877
10,068,217

0

487,678
2,659,415
7,078,961
1,284,661
18,543,655
15,797,349
2,155,000
60,441,846
139,000
74,964
2,134,402
7,199

4,134,170
144,441
3,417,208
7,876
602,731
12,316,090

0

20,609 162,194,142

,464,941.559 20.609 464,962,1681

書式第 14号 (法第 28条関係 )

170.0()(
.(

(

3,10( 13,‐ 1‐ 01

{

事業費計



役員報酬
給料手当
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費

(‐2)その他経費|

会議費
交際費
旅費交通費
通信運搬費
消耗什器備品費
修繕費
新聞図書費
車両費
光熱水料費
地代家賃賃借料
減価償却費
商標権償却
保険料
支払手数料
租税公課
広告宣伝費
支払寄附金
管理諸費
研修教育費
支払利息

31.503,183
0

25,844,921
4,225,348

0

1,051,737
381,177

0

0

0

0

0

0

311503,1‐ 83‐

|   ‐‐||| ||111124‐ ‐623.206
3,000
120,375
124,464
1,125,541
1,610,825

0

2,110
0

706,480
6,809,(53
3,505,111

()

209,268
687,715
3,029,501
343,0(50

0

4,819,006
152,000
616,(:)97

759,000

7,700

7,7

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

00

0

0

0

24,630,9061

56.126.389 7.700 56,1134,089.

521.067.948 28,309 521,096.257
当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 … ① 34.432.711 31.532 34.464.243

【C

経 外  収

(|:)

(:)

0

0

0 0

経 常 外 費 用 計

0

1,776,500

0

0

0

0

0

0

1,776.500 0 1,776.500

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 ・・・② -1,776.500 -1.776.500

経 理 区 分 振 替 額 ③ 31.532 -31.532

正 + +

法人税、住民税及び事業税 ⑤

正味財産額|∫

正 +

)・
 
・
 ・ ( )   1  32.687,743 0 32,687,743

70,604
9,315,(う 81

23,301,458

経  常

ソフ トウェア除却損

災害損失



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 育て上げネット

科 目 金  額 小計・合計

現金預金

売掛金

棚卸資産

立替金

仮払金

前払費用

297,349,476

39,924,117

5,361,592

656,402

1()7,726

1,408,833

344,808,146

流動 344,1808,11

1 流動資産

(|■ )有形固定賣産
建物付属設備

車両運搬具

什器備品

13,666,217

928,944

864,95,

15.460.112

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

倍地権

商標権

12,055,071

0

0

12,055,071

出資金

収益事業元入金

保証金

敷金

長期前払費用

120,000

4,000,000

4,800,000

2,746,200

715,163

12.381.3(3) 資その の資産

A

【A】 資 産 合 計 ①+② 384.704.692

未払金

未払費用

未払給与

未払消費税等

未払法人税等

前受金

預 り金

仮受金

短期借入金

一年以内に返済予定の長期借入金

2,255, 168

15,825,873

25,576,527

723,000

70,000

7,186,368

5,116,194

185,649,804

0

15,033,000

257.436.

103,967,000

103,967,00()

103.967

361,403.234

B-1

負 債 合 計

-9,315,(81

32,617,139

23 301 458

正 味 財 産 の 部

前期繰越正味財産額

当期 IH味財産増減額

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 384,704.692

事 業 報 告 用

|

長期借入金



書式第 16号 (法 28条関係 )

令和3年度 計算書類の注記

1 重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  "17年 12月 12日 最終改正 NPO法 人
会計基準協議会)によっています。

報

(1)た な卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法に基づく原価法を採用しています。

(3)消 費税等の会計処理の方法

消費税の会計処理方法としては.税込経理方式を採用しています。

(2)固 定資産の減価値却方法

建物附属設備.車両運搬具、工具器具備品については定率法を.平成28年 4月 1日 以後に取得した建物附属設備については .
定額法を採用し.未償却残高については直接法により表示しています。
無形固定資産については定額法を採用し.未償却残高については直接法により表示しています .

(単位 :円 )

科 日

就労機会獲得支

援事業費

家族支援

事業資

社会的孤立

予防事業資
社会参加資

`(婦

「Π

発・広報 ■業資

就労機会拡張・

職業紹介事業贅 111版●事業費 合計

(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

福利厚生費

通勤費

人件費計

(2)その他の経費

売上原価

旅費交通費

通信運搬費

広告宣伝費

消耗品費

修経費

車輌費

光熱水料費

貨借料

保険料

諸謝金

租税公課

支払寄附金

委託費

報奨金

交際費

支払手数料

会議費

活動費

研修教育費

ソフトウェア償却

新聞図書費

印刷製本費

地代家賃

雑費

その他の経費計

合計

0

2∞ .∝X,“ 1

28,488,332

447.604

6,139,074

0

13、 158,682

1,030,827

14、

'X〉

4

114、 894

0

34.251,746

4、578,261

98、841

682.372

0

ll,O14,915

1,8CX),230

32.243

80、 846

0

′2()、 876

108,648

0

0

0

0

0

0

0

0

259、 150,860

36.α:X,、 298

593,682

7、 017.186

235.079、■41 14.319.30, 39,611,220 12.928.234 82,.524 302,768,026

O

l.634.394

4.522.349

4,865,402

6,776.533

0

487.678

2、226●17

4,920,856

1、の9023

6.197.395

12、 459,478

2.155、 (XⅨ )

27、774,11

139、 0〕Э

37,176

1,337.114

6、 174

2.751,207

,9、 CてX)

2.652,708

4,928

154、 17()

6,937、 302

0

0

143.442

3“ ,2。 2

1,452.207

3",,8

0

0

15,86S

541,852

0

151,7(M

210,603

0

926.5CX)

0

0

97.893

1,025

7.456

0

0

0

0

75,601

0

1,6て,4%

1.259,354

1、 681,976

2.681、 818

669,213

0

0

267,447

1.513.359

255,638

11,889、前8

2,8∞ ,470

0

3.の 6、5(D

O

O

246.111

0

755,855

0

764,500

1,628

448.561

4.551,230

0

0

155,119

207,443

134、 360

2.314,037

0

0

149、 456

102,894

0

304,708

326,798

0

28,441,935

0

37,788

451,994

0

619、652

4‐5、 4]

0

1,鯰 0

0

751,867

0

0

0

0

0

886

0

0

0

0

0

0

0

0

242.00Ю

0

0

l、 2,Ю

0

0

O

0

0

O

O

O

10,967

0

0

,,642

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,647.“ 1

3.192.309

6,7159,0

9,143.519

10,(〕 k,8,217

0

487.678

2,659、 415

7.078,961

1.284、661

18.543.6ヽ 5

15,797349

2.155,∝Xう

ω、

“

1,8嬌

1",αЮ

74秋И

2.1● ,402

7.1"

4、lM,lm

144、 441

3.417.208

7,876

602,731

112,316,(XX)

0

89、 168.445 4.236、 C`'8 34、 480,α)2 34,014.812 244,176 2(::),or)ゆ _62.194.142

324、 248.186 18、 555、 405 74、∞l.22 46,9■ 3.06 l.073,7(]() 20.6(1`:' 464.962.168

1■こ碁奢」,i駆:ル!塾_宣:■旦畳,上_

2 事業費の内訳



3 使途等が制約された寄付金等の内訳

使途等が制約された寄付金等の内訳は以下の通りです。
当法人の正味財産は 23.30■ 458円 ですが、そのうち65、 118、 122円 は下記のように使途が特定されています。
したがって.使途が制約されていない正味財産は-41,816,“ 4円です。

(単位 :円 )

4 固定資産の増減内訳

備 考

若者UPプ ロジェクト寄附金

Gsi事 業 寄附金

金銭感覚
=磯
教育プログ

ラム等の実施事業寄附金

おおさか]0代給●型鷲業毒||

練・・t職支援事業●附奎

生活因窮・ ひきこもり支援

事業 国庫補助金
オンライン就労支援プログ

ラム助成金

アドオン・オンライン事業

吻成金

キャリア教育プログラム事

業吻成金

少年院出院者伴走支援事

業吻成金

出院少年夏生自立支援事

業助成金

子とも若者 ^・の多様な学
び提供事業勁成金

若者コロナ失職包括支援

事業助成金

企業との協同事業助成金

夜の■ ~スセンタ~事業
吻成金

雇月喪失・生活困窮分野

事業助成金

生活困窮世帯包括支援事

業
'′

,成金

合計

34,154.670

0

1.1“,667

2.142.857

0

0

0

0

0

0

0

0

0

(:)

||:)

()

0

32.728、 149

14,(X:X)、 )tЮ

0

16.371、αⅨ)

6.484,083

11,249,(XX

8,400.αЮ

3,αЮ.∝Ю

4,991,(XX)

9,αЮ,∝0

61・ 153,73()

6.5(X).(XⅨ )

]、りЮ,∝Ю

2.270.544

1639,〔〔Ю

34.154,670

32.″8149

14、(Xn∝Ю

2.142.857

:6.371、 (Xメ )

5.486、531

7、787,770

4、345,384

1.285,714

2.497,750

9、 (Xメ ).()),

17、986.39:

3,23S、294

4",S∞

283.818

40,,7`Ю

0

0

l、 1“,“7

O

O

9,7.552

3、 461.230

4,144.616

1,714、286

2.493,250

0

43.167.339

3.264,7“

1,4り,5∞

1,9晩 726

1.229、250

日本マイクロソフト(株)

日本マイクロツフト1株)

(株 新ヽ生銀行

(―財)ヽ上財田

厚生労働省社会・援薇局

キャタビラー財団

Ou財団

(―財)三菱未来育成財団

(公財)ユニバーサル志縁センタ~

(公財)ユニバーサル志縁センタ~

REA[)YFORIヽ

(一財)日 本民間公五活動連携機構

アクセンテユア1悧

(公財)日 本フィランソロピック財 :I

(公雌〉パブリックリツース財田

(独法)福祉医療機構

う・ .1,「 ,4 179.8“ .5“ 152,212.578 65,118.122

(単位 :円 )

刊 日 力1■取年価額 取得 減少 期末取得価額

有形固定資産

建物附属設備

車両運搬具

工具器具備品

無形固定資産
ソフトウ_「ア

商標権

投資その他の資産

出資金

収益事業元入金

保証金

敷金

長期前払費用

合計

27.55,.564

5、 %S.∞ 8

5、 280.165

19.1■6.040

145.080

:",αЮ

4,α�.∝0
4.8(Ю,(Xメ )

2.746.2CX)

0

0

0

308.0(:Ю

0

0

0

0

n

O

1.072,744

0

0

O

2.Oχ).`(X)

0

()

r

O

0

O

27.559.564

5,%5.∞ 8

3、588,165

17.086、 040

345、 n8()

:20.(Xメ〕|

4、 rЮ.(X:X:|

4、 3∞ .(X"

2、 746.2(工 )

l、 0■2.744

-13,8,_,.1,4■

-5.036.|)54

‐2,723.2:4

5.030、96,
-345.080

13,(66.217

928,944

864,951

12、055,071

0

1120,(てX)

4.∝Ю,∝0
4.8∞,∝Ю

2,746.2(Ⅸ D

715,163

67,992,057 1.380,744 2.1班 )、∝Ю 67,282、 801 e「 . 、
`.eiく

39、 896.546

5 借人金の増減内訳

1艦
鶴?薔ξ柵

慾
す

単位 i円 )

F+目 計算書類に計上さ
れた金額

大.役員及び近
親者との取

=|
(活動計算書,事業資

給与手当

(活動計軍書,管理贅

給与手当

活動計算書計

259、 150,860

25、 844,92i

9.537.822

10、C,95,778

231、 995,781 10、633.6(X,

(貸借対照表 )
未払費用

未払給与

貸借対照表計

15.825,873

25,576.527

163,972

1,650,6(X

41.4,2、 4∞ 1、 8:4、 572

1斗日 期音残高 当翔借入 当期返済 期末残高

0

131,α X,αⅨ)

2(,(XЮ、(XX)

O

。
.(XX、∝X)

12,(XЮ,030

0

l19,(XX),α 】)

短期借入金

長期借入金

合計 :31∝Ю,αЮ 20,(XЮ ,αЮ う2,α):),m 119.α :()、 (XX)

E三二亘Ξ
~~~~~「~万

罰蒻
~~「
葛雨輌藤T~罰扁ア覆T~可霧輌

~~

―ヽS「 .5、

1減価償却累計額 1期末帳簿価額



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録
特定非営利活動法人 育て上げネット

科 金 額 小 計 合 計

現金預金

手元現金

多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
三井住友銀行 立川支店 普通預金
三井住友銀行 立川支店 普通預金
三井住友銀行 立川支店 普通預金
三井住友銀行 立川支店 普通預金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
大東京信用組合 立川支店 普通預金
JAバ ンク 幸町支店 普通預金
西武信用金庫 幸町支店 普通預金
多摩信用金庫 本店 定期積金
売掛金

就労機会獲得支援事業売掛金

家族支援事業売掛金

社会的孤立予防支援事業売掛金

社会参加資源開発・広報事業売掛金

就労機会拡張・職業紹介事業売掛金

出版等事業売掛金

棚卸資産

出版物等
立替金

借 り上げ社宅家賃個人負担分等立替分

492,411

51,990,648

0

0

0

0

1,473,

222,756,

3,081,

297,349,476

39,924,117

344,808.14

344.808.146

2,550,

5,361,592

656,402

2,

3,

4,

2,

1,639,

538

965

902

0

000

0

0

544

0

367

0

910

186

220

0

969

0

062

0

652

0

000

580

565

1

956

000

270,

136,

289,

737,

527,

100,

207,

1,

48,

32,

12,

‐′
:.｀
`当|

仮 払
減L一 時仮 払 . 107,726

5,361,592

656,402

107,726

1,408,833前払費用
生活館ビル、芳賀ビル家賃
会場使用

1,394,569
14 264

I 27,515, 1832 固定資産
(1)有 形固定資産
建物附属設備 13,666,217

15,460,112

【A】 資 産 の 部

事 業 報 告 用

目

流動資産

・・・①

32,430,916

541,511

5,495,229

1,456,461

0

0



生活館ビル半地下内装工事等
生活館ビル 1階内装工事等
生活館ビル2階内装工事等
生活館ビル地下1階内装工事等

生活館ビル中2階内装工事等
生活館ビル 1階エン トランスエ事、ネットワーク配線工事等
生活館ビルその他工事

芳賀第2ビル3階内装工事等

車両運搬具

事業用車両 (ヴォクシー、ハイエース、ハイゼットカーゴ)

什器備品

事務用家具等

ホフイ トボー ド
パ ソコン

出入管理ンステム

固定資産合計 ・・・②

【B-1】 負 債 の 部

1 流動負債

未払金

電話代

電気代、水道代
宅急便代、郵便代等
ガソリン代、広告代等
事務用品代、パフォーマンスチャージ代等
生活館 ビル家賃減免分

未払費用

講師謝金

社会保険料、労働保険料等
広告代、委託費等

1,468,673

698,089

983,008

3,021,441

274,473

2,839,653

29,924

4,350,956

928,944

928,944

864,951

131,650

1

493,676

239 624

2

442,028

267,709

96,234

496,483

266,014

687,000

2,255,468

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

Tik Tok受 付配信システム

大阪市サポー トステーションwebサイ ト改訂
Android端 末用VR動画閲覧アプリケ~ン ヨンシステム
ホームページ刷新 (YJAC)
ホームベージ刷新 (若者テック/CSI)

動画制作 (若者テック)

動画制作 (立川市就職氷河期世代就労支援事業)
ホームベージ刷新 (若者テック)

若者のためのlTア カデ ミーCTAC新規登録機能システム

e-learning開 発 (若者テック)

オンライン教材開発 (マネーコネクション)

動画制作 (YJAC)

チュー トリアル動画制作 (YJAC)

動画制作 (若者テック)

0

383,167

0

3,479,154

366,667

366,667

152,874

400,400

308,000

157,667

946,000

2,305,875

583,866

484,000

2,120,734

12.055.071

12,055,071

(:,
|・

0借地権

商標権
「育て上げ」

(3)投資その他の資産
出資金

多摩信用金庫

西武信用金庫

収益事業元入金

収益事業元入金

保証金

生活館 ビル保証金

敷金

芳賀第2ビル2階3階敷金

借 り上げ社宅敷金

車両運搬具リサイクル預託金

長期前払費用

生活館ビル半地下 電源増設工事
ノー トパソコン

12,381,363

120,000

4,000,000

715,163

602 963

4,800,000

112,200

110,000

10,000

4,000,000

4,800,000

2,746,200

2,220,000

513,730

12,470

39.896.546

【A】 資 産 合 計 ①+② 384.704.692

1,495,449

6,774,037

6,723,185

15,825,873



職員交通費等木精算
未払給与

7月 分給与

米払消費税等

消費税等確定中告納付分

未払法人税等

法人都民税確定申告納付分

法人市民税確定申告納付分

前受金

就労機会獲得支援事業前受金

家族支援事業前受金等

預 り金

預り社会保険料

職員源泉所得税

講師謝金源泉所得税

預り住民税
仮受金

日本民間公益活動連携機構事業実施団体分配金
短期借入金

多摩信用金庫短期借入金
一年以内に返済予定の長期借入金

多摩信用金庫借入金

金

20,000

50,000

5,663,997

1,522,371

833,202

25,576,527

723,000

25,576,527

723,000

70,000

7,186,368

5,116,194

185,649,804

(:)

15,033,000

3,139,459

614,479

731,256

631,000

|| 入金

185,649,804

0

3,033,000

12 000 000

流動負債合計 ・・・③ 257.436.234

長期借入金

多摩信用金庫借入金

日本政策金融公庫借入金

103.967.

103,967,000

103.967.固定

93,967,000
10,000,000

2 固定負債

債合計  ・・・

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 361.403.234

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 23.301.458



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 3年度年間役員名簿 く前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利 動 法 人 育て上げネット

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
由各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ )

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期 間

(該当者のみに記

入 )

1
理事 監事

ク ドウ ケイ 令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年

年

月 日

日月工藤 啓

2
監事理事

ワダ シゲヒロ 令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年  月  日和田 重宏

3
監事理事
イシヤマ ヨシノリ 令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年

年

月   日

月   日石山 義典

4
監事理 事
ナガオカ ヒデタカ

長岡 秀貴

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年  月  日

5
監事理事

クボタ タカシ

久保田 崇

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年

年

月   日

月   日

6
監事理事

キムラ シゲキ

木村 樹紀

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年

年

月   日

月   日

7
監事理 事

ノグチ アキナ

野口 晃菜

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年

年

月 日

日月

8
監 事
サトウ カズナオ

佐藤 和直

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年:   月   日

9
理 事 監 事

ヤマグチ タカヒロ

山口 高弘

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年  月  日

10 監事理事

コキンドウ ヤスシ

古今堂 靖

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年:   月   日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 育て上げネット

氏    名

1 石山 義典

2 山本 賢司

3 井村 良英

4 深谷 友美子

5 加藤 博文

6 工藤 彰子

7 大村 立秋

8 堀内 和彦

9 阿部 渉

10 清野 悠貴

11 川田 朋実

12


